
 

   

 
平成 27 年７月 23 日 

各      位 

東京都品川区東品川四丁目 12 番８号 
株 式 会 社 Ｓ Ｊ Ｉ 
代 表 取 締 役 社 長     劉 天 泉 

（ＪＡＳＤＡＱ：２３１５） 
問合せ先： 
経営企画本部 副本部長    藤 井 肇 

℡ 0 3 - 5 7 6 9 - 8 2 0 0（代表） 
 
 

社外委員会からの検証報告書の受領予定の変更及び 
改善措置に係る当社の今後の方針に関するお知らせ 

 
 

平成27年６月24日付「再発防止策及び法令遵守体制の整備等の改善措置の実施状況並びに今後の方針

等に関するお知らせ」において、「社外委員会が詳細に調査を行っており、その調査結果については、

当社が新体制に替わった後、平成27年７月中旬までに公表が予定されている検証報告書にも記載される

予定である。」としておりましたが、当該受領予定が下記のとおり８月上旬に変更となったこと及びそ

れに伴う改善措置に係る当社の今後の方針をお知らせいたします。 

 株主、投資家の皆様には多大なご心配とご迷惑をおかけいたしますが、何卒ご理解とご支援を賜りま

すようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１．変更理由 

 社外委員会においては、新経営陣からヒアリング等を実施し、新体制への変更に伴う組織体制及びコ

ーポレートガバナンスに関する新たな課題等について検証を行っているところであり、この追加の検証

結果を盛り込んだ検証報告書を平成27年８月上旬までに当社に提出する予定と聞いております。したが

って、上記各点の調査結果を記載した検証報告書を当社が受領する時期は、同年７月中旬から８月上旬

に変更となりました。 

 

２．今後の方針 

当社は、再発防止策及び法令遵守体制の整備等の改善措置の内容及び今後の予定等につきましては、

現在、新体制のもとで鋭意見直しを進めております。あわせて、社外委員会からの検証報告書を受領次

第、その内容を踏まえ適切に対処するとともに、本件に関与した役職員の人事処分や責任追及等を速や

かに開示いたします。 

また、当社において従前の調査で必ずしも十分に把握できていなかった事象について、外部の弁護士

及び公認会計士をメンバーに加えたガバナンス対策タスクフォースにおいて「国内ハードウェア取引及

び海外ハードウェア取引を始めとする取引協力会社等の関連先の概要及び李堅元取締役との関係等の

調査」及び「国内ハードウェア取引及び海外ハードウェア取引における李元取締役の返済原資に関する

調査等」に関する追加調査を行い、その調査結果を６月29日の当社定時株主総会において報告すること

としておりましたが、社外委員会において平成25年７月30日付け品川税務署長からの当該取引に関する

「消費税及び地方消費税の加算税の賦課決定通知書」を受領後の経緯に関してもあわせて調査を行って

いることから、検証報告書の内容を踏まえたうえであらためて開示させていただきます。 

 

以 上 


